
北庄内合併協議会 

第 1回 行財政システムに関する小委員会 

               期日：平成１６年 11 月 30 日（火） 

              場所：庄内情報プラザ ６０２号室 

   

次       第 

 

１ 開   会 

 

２ 委員長及び副委員長選出 

 

３ 委員長あいさつ 

 

４ 議      事 

 

（１）協議事項 

 

① 協議第３５号 

 協定項目１３  事務組織及び機構の取扱いについて 

 

② 協議第４４号 

 協定項目９  地域審議会等の取扱いについて 

 

（２）その他 

 

 

５ そ の 他 

 

 

６ 閉   会 



 

当日提出資料 
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行財政システムに関する小委員会資料 

庄内北部地域合併協議会行財政システムに関する小委員会 

における協議経過について 

 
期 日 これまでの協議内容 

平成 15 年 

5 月 22 日 

 

 

9 月 30 日 

 

 

 

 11 月 6 日 

 

 

 12 月 25 日 

 

 

平成 16 年 

 ２月 17 日 

 

 

 

 ３月 19 日 

 

 

 

３月 30 日 

 

 

 ８月２日 

 

 

 ９月７日 

 

 

 

９月 23 日 

 

第１回  ○正副委員長の互選 

・庁舎機能・住民自治組織について審議するため設置 

 

第２回  ○庁舎機能について 

・事務所に関する法令上の位置付け 

・１市４町の組織機構の現状について 

 

第３回  ○旧市町庁舎の活用方策について 

・庁舎活用に関する全国的な状況について 

 

第４回  ○旧市町庁舎の活用方策について 

・本庁方式と総合支所方式について 

○第２７次地方制度調査会答申について 

 

第５回  ○新市の事務所の位置について 

・本所と支所における事務機能の整理 

○地域自治組織にかかる合併新法等の動向 

 

第６回  ○新市の事務所の位置について 

・本所と支所における事務機能の整理を確認【別紙】 

○地域自治組織にかかる合併新法等の動向 

 

第 12 回合併協議会おいて「事務組織及び機構の取扱い」について新たに付

託された。 

 

第７回 ○合併３法の改正の動向等について 

・これまでの専門分科会での議論について事務当局より報告 

 

第８回 ○地域審議会等の取扱いについて 

○事務組織及び機構の取扱いについて 

・組織機構に関する１市４町の考え方を整理 

 

第９回  ○地域審議会等の取扱いについて 

・地域審議会等について１市４町の考え方を整理 

  ○事務組織及び機構の取扱いについて 

・１市４町の事務組織及び機構について確認 
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【別紙】 
 

本所と支所の事務機能の整理 
 
①基本的観点 

公共サービス提供の利便性を高めるとともに、市域全体の調和のとれた

発展を期すための一体性を確保し、かつ各地域の特性にも対応できる事務

機能を配置することを基本とする。 
 

②本所の事務機能 
本所には、イ 住民窓口をはじめとする支所機能、ロ 施策の企画立案・

総合調整・事務事業の管理機能、ハ 国・県等の外部団体との連絡・調整

機能、ニ 市議会をはじめとする各行政委員会や附属機関の事務局機能、

ホ 支所をバックアップする機能、を置く。 
 

③支所の事務機能 
支所には、イ 従来からの住民生活の利便性を確保するための窓口機能、

ロ 住民生活の安全・安心を確保する保健・福祉・防災等の機能、ハ 住民

の自主的な活動を支援する機能、ニ 住民の声を集約し、行政に反映する

機能、ホ 地域課題に取り組む機能、へ 本所との連絡調整機能、を置く。

 
④本所、支所に共通する事項  

イ 地域課題への取組等、地方分権に対応した体制の整備 
ロ 住民の参画を進め、住民との協働を進める機能 
ハ 指揮、命令系統が整然とし、責任の所在が明確な組織の構築 
ニ 簡素で効率的な行財政運営に向けて、改革を推進する機能 

 
 

 
 



協議第３５号 

 

 

協定項目１３ 

 

事務組織及び機構の取扱いについて 

 

事務組織及び機構の取扱いについて、下記のとおり提出する。 

 

平成１６年１１月２７日提出 

 

北 庄 内 合 併 協 議 会       

 会 長  阿 部 寿 一   

 

記 

 

事務組織及び機構の取扱いについて 

 

新市の事務組織及び機構については、以下のとおりとする。 

① 本所は、現在の酒田市の組織機構を基本として、合併までに調整す

る。 

② 支所の組織機構は、４部門により構成される課を基本として、業務

量や事務の性質等を考慮しながら合併までに調整する。 

③ 支所の名称並びに各部課室等の名称は、市民にわかりやすい名称と

することを基本として、合併までに調整する。 
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北 庄 内 合 併 協 議 会 資 料（行財政システムに関する小委員会資料） 
協定項目１３ 事務組織及び機構の取扱いについて 協 H

調整方針（案） 
（１）本所は、現在の酒田市の組織機構を基本として、合併までに調整する。 
（２）支所の組織機構は、４部門により構成される課を基本として、業務量や事務の性質等を考慮しなから合併までに調整する。 
（３）支所の名称並びに各部課室等の名称は、市民にわかりやすい名称とすることを基本として、合併までに調整する。 

 

「新市の組織機構のイメージ」 

本所 支所 備  考 

 

  

左記の案を基本として、

具体的な組織機構は今

後の業務量や事務内容

の精査により構築される。

 

（１）係の配置及び人員

配置並びに施設の位置

付け等を含む細部につい

ては、合併までに調整す

る。 
 
（２）支所は、本所の各部

課を通して予算要求する

ほか、一定の分野につい

ては、直接本所の財政担

当課に予算要求する。 
 
（３）支所における行政委

員会の組織は、原則とし

て長部局の職員が兼務

又は併任するものとする。 
ただし、教育委員会組織

については、合併までにあ

りかたを検討する。 
 
（４）各組織・機関・施設

等の名称は、市民にわか

りやすい名称とすることを

基本として、合併までに調

整する。 

　
　

　

 

 

　
　

　

　  　

（長部局で兼務又は併任）

（長部局で兼務又は併任

することについて検討）

 

（長部局で兼務又は併任）

副支所長

市長

支所の組織機構（案）

会計担当課収入役

助役

市民福祉担当課

　

保健福祉センター

総務地域振興担当
課

教育振興担当課又は
出張所・分室

支所長

農業委員会事務局

出張所又は分室

出張所又は分室

建設下水道担当課

出納員

産業振興担当課

○　○　課

○　○　課

水道管理者

教育委員会

農業委員会

水道部

教育委員会事務局

商 工 港 湾 担 当 課

総 務 担 当 部

情 報 シ ス テ ム 担 当 課

総 務 担 当 課

職 員 担 当 課

管 財 担 当 課

財 政 担 当 課

課 税 担 当 課

企 画 調 整 担 当 課

市 民 活 動 担 当 課

納 税 担 当 課

商 工 観 光 担 当 部

住 民 担 当 課

企 画 調 整 担 当 部

市 民 生 活 担 当 部

健 康 福 祉 担 当 部

高 齢 福 祉 担 当 課

環 境 衛 生 担 当 課

国 保 年 金 担 当 課

社 会 福 祉 担 当 課

都 市 計 画 担 当 課

水 道 管 理 者 水 道 担 当 部 水 道 工 務 担 当 課

収 入 役 会 計 担 当 課

農 業 委 員 会

教 育 委 員 会 事 務 局教 育 委 員 会

教 育 総 務 担 当 課

学 校 教 育 担 当 課

生 涯 学 習 担 当 課

教 育 機 関

農 林 水 産 担 当 部

支 所 (3）

固 定 資 産 評 価 審 査 委 員 会

議 会 事 務 局

事 務 局

事 務 局

事 務 局

議 会

選 挙 管 理 委 員 会

監 査 委 員 会

農 山 漁 村 担 当 課

児 童 福 祉 担 当 課

健 康 医 療 担 当 課

農 政 農 産 担 当 課

出 張 所 又 は 分 室

文 化 行 政 担 当 課

ス ポ ー ツ 担 当 課

酒 田 浄 水 担 当 課

教 育 振 興 担 当 課
又 は 出 張 所 ・分 室

本 所 の 組 織 機 構 （案 ）

公 民 館 ・図 書 館 等

建 設 担 当 部

助 役

市 長

市 立 病 院 （２ ）

土 木 担 当 課

建 築 担 当 課

下 水 道 担 当 課

出 張 所 又 は 分 室

出 納 員

観 光 物 産 担 当 課

水 道 業 務 担 当 課



協議第４４号 

 

 

協定項目９ 

 

地域審議会等の取扱いについて 

 

地域審議会等の取扱いについて、下記のとおり提出する。 

 

平成１６年１１月２７日提出 

 

北 庄 内 合 併 協 議 会       

 会 長  阿 部 寿 一   

 

記 

 

地域審議会等の取扱いについて 

 

 改正地方自治法第２０２条の４から第２０２条の８まで、及び合併特

例法第５条の４の趣旨にのっとり、住民の意向を行政に十分に反映する

とともに、住民と行政との連携と協働の強化を図りながらコミュニティ

の育成強化を図ることを目的とする地域協議会を、八幡町、松山町及び

平田町の区域を対象として新市の条例により設置する。 

 

 

※「別紙」参照 

 

 

 



－1－ 

地地域域住住民民 

北 庄 内 合 併 協 議 会 資 料（行財政システムに関する小委員会資料） 
協定項目９ 地域審議会等の取扱いについて 協 

調整方針（案） 改正地方自治法第２０２条の４から第２０２条の８まで、及び合併特例法第５条の４の趣旨にのっとり、住民の意向を行政に十分に反映するとともに、住民と行政との連携と協働の強化を

図りながらコミュニティの育成強化を図ることを目的とする地域協議会を、八幡町、松山町及び平田町の区域を対象として新市の条例により設置する。 

 

地域審議会等の取扱い 調整案 備   考 

 

 

１ 名  称  「○○地域協議会」 

２ 設置目的  改正地方自治法第２０２条の４から第２０２条の８まで、及び合併特例法第５条の４の趣旨にのっとり、住民の意向を行政に

十分に反映するとともに、住民と行政との連携と協働の強化を図りながらコミュニティの育成強化を図ることを目的とする。 

３ 設置根拠  新市条例により設置する。 

４ 設置期間  期限は特に設けない。 

５ 組織体制  委員数は１５名程度とし、自治会、ＰＴＡ、各種団体等の地域住民の中から市長が委嘱する。なお、委員は、支所長が地域の

意見を聞いて市長に内申するものとする。 

６ 委員身分  新市の非常勤特別職とする。 

７ 報  酬  報酬は年額とし､その額は２万円程度とする。 

８ 所掌事務  （１）市長等の諮問に応じて審議し、意見を述べること 

①新市建設計画の変更に関する事項 

②その他市長が必要と認める事項 

（２）協議し、市長に意見を述べること 

①地域内振興に関すること 

②地域づくり予算に関すること 

③地域内コミュニティ組織の育成・強化に関すること 

④その他必要と認めること 

（３）前２項の意見に対して、市長は必要があると認めるときは、適切な措置を講じる。 

９ 支所との関わり 

支所の所掌事務に関する予算(地域づくりのためのソフト事業等に関する予算)を支所が要求する際には、地域協議会の意見

を踏まえるものとする。 

また、地域協議会運営経費を一定額確保する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）条例案は、合併までに調製する。 

 

（２）酒田市の区域においては、コミュニティ 

組織が機能しているので設置しない。 

コミュニティの

育成・振興 

地地域域協協議議会会  

  支支所所  
協働 
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北 庄 内 合 併 協 議 会 資 料（行財政システムに関する小委員会資料） 

協定項目９ 地域審議会等の取扱いについて 協 

調整方針（案） 改正地方自治法第２０２条の４から第２０２条の８まで、及び合併特例法第５条の４の趣旨にのっとり、住民の意向を行政に十分に反映するとともに、住民と行政との連携と協働の強化を

図りながらコミュニティの育成強化を図ることを目的とする地域協議会を、八幡町、松山町及び平田町の区域を対象として新市の条例により設置する。 

 

参 考 法 令 抜 粋 

 

（地域協議会の権限） 

第２０２条の７ 地域協議会は、次に掲げる事項のうち、市町村長その他の市町村の機関により諮問されたもの

又は必要と認めるものについて審議し、市町村長その他の市町村の機関に意見を述べることができる。 

 一 地域自治区の事務所が所掌する事務に関する事項 

 二 前号に掲げるもののほか、市町村が処理する地域自治区の区域に係る事務に関する事項 

 三 市町村の事務処理に当たっての地域自治区の区域内に住所を有する者との連携の強化に関する事項 

２ 市町村は、条例で定める市町村の施策に関する重要事項であって地域自治区の区域に係るものを決定し、又

は変更しようとする場合においては、あらかじめ、地域協議会の意見を聴かなければならない。 

３ 市町村長その他の市町村の機関は、前２項の意見を勘案し、必要があると認めるときは、適切な措置を講じ

なければならない。 

 

（地域協議会の組織及び運営） 

第２０２条の８ この法律に定めるもののほか、地域協議会の構成員の定数その他地域協議会の組織及び運営に

関し必要な事項は、条例で定める。 

 

 

改正地方自治法 

（地域自治区の設置） 

第２０２条の４ 市町村は、市町村長の権限に属する事務を分掌させ、及び地域の住民の意見を反映させつつこ

れを処理させるため、条例で、その区域を分けて定める区域ごとに地域自治区を設けることができる。 

２ 地域自治区に事務所を置くものとし、事務所の位置、名称及び所管区域は、条例で定める。 

３ 地域自治区の事務所の長は、事務吏員をもって充てる。 

４ 第４条第２項の規定は第２項の地域自治区の事務所の位置及び所管区域について、第１７５条第２項の規定

は前項の事務所の長について準用する。 

 

（地域協議会の設置及び構成員） 

第２０２条の５ 地域自治区に、地域協議会を置く。 

２ 地域協議会の構成員は、地域自治区の区域内に住所を有する者のうちから、市町村長が選任する。 

３ 市町村長は、前項の規定による地域協議会の構成員の選任に当たっては地域協議会の構成員が、地域自治区

の区域内に住所を有する者の多様な意見が適切に反映されるものとなるよう配慮しなければならない。 

４ 地域協議会の構成員の任期は、４年以内において条例で定める期間とする。 

５ 第２０３条第１項の規定にかかわらず、地域協議会の構成員には報酬を支給しないこととすることができ

る。 

 

（地域協議会の会長及び副会長） 

第２０２条の６ 地域協議会に、会長及び副会長を置く。 

２ 地域協議会の会長及び副会長の選任及び解任の方法は、条例で定める。 

３ 地域協議会の会長及び副会長の任期は、地域協議会構成員の任期による。 

４ 地域協議会の会長は、地域協議会の事務を掌理し、地域協議会を代表する。 

５ 地域協議会の副会長は、地域協議会の会長に事故があるとき又は地域協議会の会長が欠けたときは、その職

務を代理する。 

 

合併特例法 

（地域審議会） 

第５条の４ 合併関係市町村の協議により、期間を定めて合併市町村に、合併関係市町村の区域であった区域ご

とに、当該合併市町村が処理する当該区域に係る事務に関し合併市町村の長の諮問に応じて審議し又は必要と

認める事項につき合併市町村の長に意見を述べる審議会（以下「地域審議会」という。）を置くことができる。 

２ 地域審議会を組織する構成員の定数、任期、任免その他地域審議会の組織及び運営に関し必要な事項につい

ては、合併関係市町村の協議により定めるものとする。 

３ 前２項の協議については、合併関係市町村の議会の議決を経るものとし、その協議が成立したときは、合併

関係市町村は、直ちにその内容を告示しなければならない。 

４ 合併市町村は、第２項の協議により定められた事項を変更しようとするときは、条例でこれを定めなければ

ならない。 


